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▶︎学部卒
進路報告者8,633名［報告率97.1%］

▶︎就職者の業種割合（修士文系） ▶︎就職者の業種割合（修士理系）

▶︎就職先ランキング（修士文系） ▶︎就職先ランキング（修士理系）

▶︎修士修了
進路報告者2,947名［報告率98%］
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　真理の探究や知の創造を目指す
大学において、研究力の源泉とな
る大学院は欠かすことのできない
存在です。さらに近年においては、
社会から見た大学院の重要性も、
急速に高まっています。
　国際競争力を高めるべく、研究
人材の育成を目指す日本では、国
により研究環境の整備や研究費の
拡充などの支援が進められていま
す。また、企業と大学が共同で取
り組む研究プロジェクトも増えて、
“学問とビジネス”といった従来の
垣根を越え、付加価値の創出が
次々と実現しているところです。
　このような現場で重要な役割を
担うのが大学院生であり、在学中
に共同開発に携わったり、企業の
課題解決に向けて取り組んだりと、
学内外のあらゆるシーンで活躍を
見せています。
　そして採用においても、企業は
修士号を取得した人材を求めるよ
うになりました。課題解決に向け
た仮説を立て、調査と分析を進め
ながら、エビデンスをもとに他者
を説得する。大学院においてト
レーニングされる研究のアプロー
チ手法が、実社会においても求め
られていることが、高まるニーズ
の背景にあるといえるでしょう。

　課題の発見・解決能力はすべて
の研究領域に共通するため、人材
獲得における大学院へのニーズの
高まりは、文系・理系、専門によ
るものではありません。研究手法
は百人百様であるため、アプロー
チにおける個性こそが、社会に貢

献するものと考えられています。
　こうしたことから大学院進学は、
誰にとっても、キャリアを形成す
る上で有効な選択肢だといえます。
ただしキャリアを選択する場合に
は、幅広い選択肢の中から主体的
に考えることが必要でしょう。学
部の1〜2年次ではまず、自分が
強い関心を抱くテーマを発見すべ
きです。その後、3〜4年次で具
体的な進路を考え、大学院を選択
する場合は「何を本当に追求した
いか」「どのような問題を解消した
いか」「誰を幸せにしたいか」など

を徹底的に分析します。すると自
分の進むべき道筋が見え、研究生
活はもちろん、社会に出た際の強
い原動力になるはずです。
　重要なのは、焦らずにベストな
選択を行うことでしょう。未来を
長期的な視点で据え、最適な選択
をすることで、時代の変化や外的
な要因にとらわれない、強固な
キャリアを築くことができます。キャ
リアセンターでは、多様な機会の
中からキャリアを設計できるよう
に、情報発信やコンサルティング
をいっそう強化してまいります。

大学院を修了した人材が
企業で活躍する

大学院進学で重要なのは
注力すべきテーマの明確化
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Interview

就職者数
2031名　
69%

就職者数
6047名　
70% 進学者数

270名　
9%

進学者数
1841名　
21%

資格試験等
準備
209名
3%

その他
536名　6%

※就職者の定義：正規の職員として最終的に就職した者（企業などから採用通知などが出された者）、および1年以上の非正規の職
員として週あたり所定労働時間30～40時間の仕事に就いた者（フルタイムの契約社員など）をいう。

大学院で培われる議論、説得、交渉などのコミュニケーション能力は、実社会でも強い力を発揮する。文系理系ともにコンサルティ
ング業の就職率が高いのは、求められるスキルとの親和性が高いことが背景の一因として考えられる。

資格試験等
準備
201名
7%

その他
445名
15%

業種 企業・団体名称

早大生の進路（2021年度）

早大生の進路／業種割合・ランキング（2021年度）

業種 企業・団体名称
専門サービス業 アクセンチュア（株） 電気機械器具製造業 三菱電機（株）
教育（国公立学校） 東京都教員 専門サービス業　 （株）野村総合研究所
専門サービス業 有限責任監査法人トーマツ 専門サービス業 アクセンチュア（株）
電気機械器具製造業 日本アイ・ビー・エム（日本ＩＢＭ）（株） 電気機械器具製造業 富士通（株）
専門サービス業 ＥＹストラテジー・アンド・コンサルティング（株） 電気・ガス・水道業 東京電力ホールディングス（株）
教育（国公立学校） 埼玉県教員 電気・ガス・水道業 東京瓦斯（東京ガス）（株）
教育（私立学校）　 （学）早稲田大学 情報サービス業 　（株）エヌ・ティ・ティ・データ（ＮＴＴデータ）
情報サービス業 Ｂｙｔｅｄａｎｃｅ（株） 電気機械器具製造業　（株）日立製作所
国家公務員 国家公務員総合職 電気機械器具製造業 パナソニック（株）
その他の小売業 アマゾンジャパン（同） 通信業　 （株）ＮＴＴドコモ
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